
東京青果株式会社

35,179,466 6,484,568
18,150,540 4,257,226

現 金 及 び 預 金 12,409,719 1,493,697

売 掛 金 4,569,635 1,225,160

有 価 証 券 100,150 5,551

買 付 商 品 70,079 669,557

前 払 費 用 210,063 249,582

短 期 貸 付 金 214,825 106,352

未 収 入 金 35,093 41,149

そ の 他 565,822 155,473

貸 倒 引 当 金 △ 24,848 15,625
274,881
20,194

17,028,925 2,227,341

有形固定資産 5,806,321 3,057

建 物 2,608,154 286,083

構 築 物 248,697 199,536

機 械 及 び 装 置 92,552 1,377,360

車 両 運 搬 具 31,482 329,706

器 具 備 品 133,721 31,598

土 地 2,684,266 28,694,898

リ ー ス 資 産 7,447 27,534,222
478,000

無形固定資産 972,012 1,505

電 話 加 入 権 13,216 資 本 準 備 金 1,505

ソ フ ト ウ ェ ア 781,684

リ ー ス 資 産 672  利 益 剰 余 金 27,054,717
ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 176,438  利 益 準 備 金 119,500

投資その他の資産 10,250,591  その他利益剰余金 26,935,217

投 資 有 価 証 券 6,975,529 買換資産圧縮積立金 631,380

関 係 会 社 株 式 1,228,241 収用等資産圧縮積立金 261,184

出 資 金 507 別 途 積 立 金 24,458,550

長 期 貸 付 金 1,633,065 繰 越 利 益 剰 余 金 1,584,102

長 期 前 払 費 用 52,750

そ の 他 413,162 1,160,675 )

貸 倒 引 当 金 △ 52,664 1,160,675

35,179,466 35,179,466
※記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

 資    本    金
 資 本 剰 余 金

評価 ・換算差額等
 その他有価証券評価差額金

株 主 資 本

役 員 賞 与 引 当 金

固 定 資 産 固 定 負 債
リ ー ス 債 務
長 期 預 り 保 証 金
繰 延 税 金 負 債
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
資 産 除 去 債 務
純 資 産 の 部

賞 与 引 当 金

流 動 資 産 流 動 負 債
受 託 販 売 未 払 金

買 掛 金
リ ー ス 債 務
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 消 費 税 等
未 払 費 用
預 り 金
前 受 収 益

貸 借 対 照 表
（2019年3月31日現在）

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部
資 産 の 部 負 債 の 部
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東京青果株式会社

記載金額は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。

１.重要な会計方針に係る事項に関する注記

   （1）有価証券の評価方法は次の方法によっております。
        子会社及び関連会社株式……………  総平均法に基づく原価法
        その他有価証券(時価のあるもの)……  期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法に
                            　 　                 　　　   より処理し、売却原価は総平均法により算定)
　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　  なお、組込デリバティブを区分して測定することが出来ない複合金融商
                                                             品については、全体を時価評価し、評価差額を損益に計上しております。
　　             　同　  　(時価のないもの)……  総平均法に基づく原価法

    （2）たな卸資産（買付商品）の評価方法は先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿
　　　　 価切下げの方法により算定）によっております。

    （3）有形固定資産（リース資産を除く）の減価償却の方法は次の方法によっております。
         建物及び構築物  ………………… 定額法
         上記以外の有形固定資産  ……… 定率法
　　　　なお、耐用年数及び残存価額は、法人税法の定めと同一の基準によっております。

    （4）無形固定資産（リース資産を除く）の償却方法は定額法によっております。
         ソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5年）に基づき、残存価額を零とする定額法により償     
　　　　 却しております。

    （5）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐用年数とし、 残
　　　　存価額を零とする定額法を採用しております。

    （6）貸倒引当金は債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については過去の貸倒実績率を勘案した貸倒
         損失の将来発生見込率により、貸倒懸念債権等については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計
　     　上しております。

　　（7）賞与引当金は従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上しております。

　　（8）役員賞与引当金は役員に対する賞与の支給に備えるため、当期の負担すべき支給見込額を計上しております。

    （9）退職給付引当金は、従業員に対する退職給付金の支給に備えるため、会社負担の一時金制度について、簡便
        法により当事業年度末における退職給付債務の見込額（自己都合により退職する場合の期末要支給額相当額）
        を計上しております。
          
 　（10）役員退職慰労引当金は役員に対する退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上し
          ております｡

   （11）消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

２.表示方法の変更
    （「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」の適用に伴う変更）
   「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号平成30年２月16日）を当事業年度の期首から適
   用し、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更

個 別 注 記 表
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東京青果株式会社

３.貸借対照表等注記

     （1）関係会社に対する短期金銭債権         333,831千円
     （2）関係会社に対する長期金銭債権 1,630,000千円
     （3）関係会社に対する短期金銭債務 41,190千円
　　 （4）有形固定資産の減価償却累計額　　　 5,442,395千円
　 　（5）保証債務

　　　　　関係会社の銀行借入等に対する連帯保証 1,304,879千円
　　　　　大田市場事務棟空調設備共同利用団体の
           リース債務に対する連帯保証 696,484千円

４.税効果会計に関する注記
　　 （1）繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　　　　繰延税金資産
賞与引当金 84,168 千円
未払事業税 19,262
退職給付引当金 421,747
役員退職慰労引当金 100,956
その他有価証券評価差額金 20,631
貸倒引当金 23,734
ゴルフ会員権評価損 33,784
投資有価証券評価損 67,201
減損損失 631,455
関係会社株式評価損 215,415
その他 64,475
繰延税金資産小計 1,682,833
評価性引当額 △958,199
繰延税金資産合計 724,634

　　　　　繰延税金負債
買換資産圧縮積立金 △278,651
収用等資産圧縮積立金 △115,270
その他有価証券評価差額金 △529,470
その他 △777
繰延税金負債合計 △924,170
繰延税金資産の純額 △199,536

　　 （2）法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異
　の原因となった主要な項目別の内訳

法定実効税率 30.6%
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1%
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.6%
評価性引当額増減 0.1%
その他 0.1%
税効果会計適用後の法人税等の負担率 32.3%
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東京青果株式会社

５.関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

会社等の 議決権等の所有 取引金額 期末残高
名称 (被所有)割合 (千円) (千円)

　所有 資金の貸付 (※1) - 貸付金 604,000 
　直接　100.0％ 債務保証（※2） 1,304,879 － －

　所有
　直接　100.0％

取引条件及び取引条件の決定方針等
（※1）東一川崎中央青果（株）に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。
（※2）東一川崎中央青果（株）の銀行借入及び仕入債務に対する連帯保証であります。
（※3）大田市場ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽｾﾝﾀｰ（株）に対する資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

６.1株当たり情報に関する注記
  （1）1株当たり純資産額 3,001円55銭
  （2）1株当たり当期純利益金額 156円51銭

７.当期純利益 1,496,312 千円

1,237,500 

子会社
東 一 川 崎
中 央 青 果 ㈱

資金の貸付
債務保証
役員の兼任

子会社
資金の貸付
役員の兼任

資金の貸付 (※3)

種類
関連当事者

との関係
取引の内容 科　　目

大 田 市 場
ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽｾﾝﾀｰ㈱

1,100,000 貸付金
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